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公立大学法人秋田県立大学の中期目標の期間における業務の実績に関する評価結果

（中期目標の期間：平成２４年４月１日～平成３０年３月３１日）

・全体評価調書　　

・項目別調書　　　



　　○評価基準は評価委員会で決定し、評価については項目別評価と全体評価により行う。

項目別評価　…　中期目標及び中期計画に掲げた各項目の達成状況について、各事業年度

の実績及び法人による自己評価結果等を総合的に勘案して実施する。

全体評価　　…　項目別評価の結果を踏まえ、業務の達成状況、財務状況、法人のマネジ

メントの観点から、法人の活動全体について定性的に評価する。

　　○項目別評価の評価区分と評価基準は次のとおり

区分

特に優れた実績を上げている

　中期目標に係る業務を順調に実施しているという達成度だけでなく、特

筆すべき実績が認められるもので、評価委員会が特に認めた場合のみ評価

する、いわゆる「エクセレント」の観点からの評価 

中期目標を達成している

　達成度が１００％以上と認められるもの

中期目標を概ね達成している 

　達成度が８０％以上１００％未満と認められるもの 

中期目標を十分には達成できていない 

　達成度が８０％未満と認められるもの

業務の大幅な改善が必要と認められるもの

　評価委員会が特に認める場合
Ｄ

※　定量的な評価指標が設定されている場合は、上記評価基準により評価すること
　を基本とし、定性的な評価指標が設定されている場合は、上記評価基準に基づき、
　委員の協議により評価する。
　　評価の最小単位以外の評価項目については、上記基準に基づき、委員の協議に
　より評価する。

　評価基準について

評　　価　　基　　準

Ｓ

Ａ

Ｂ

Ｃ



 全 体 評 価

　 事業の達成状況について

　全体として計画を順調に実施していると認められる。

○学部学生の受入れについては、広報活動の強化などの取組により、全ての年度において一般選抜出願倍率、県内出身入学生比率ともに数値目標を達成して

　いることが評価される。

○大学院学生の確保については、広報活動の強化や大学院優秀学生奨学金の給付などの取組により、大学院収容定員充足率の改善が図られているものの、数

　値目標が達成できていないことから、定員充足に向けた更なる取組が求められる。

○教育の質の向上については、学生自主研究制度など学生の主体的な学修を促す取組や、教育支援システムのポートフォリオ機能を利用し、個々の学生が設

　定した目標に対する達成度合を確認できるシステムを構築し、利便性を高めるなどの取組により、きめ細かな教育上の対策が講じられていることが評価さ

　れる。また、システム科学技術学部の学科再編に向けた取組が着実に推進されたことが評価される。

○学生支援の強化については、学生支援センターを中心に、教職員が連携して学生の状況に応じたきめ細かな支援に取り組んでいることが高く評価される。

　また、学生が早期から的確に進路選択できるよう、きめ細かなキャリア教育・就職支援や求人開拓の取組が行われていることが評価される。

○研究費の確保と研究体制の整備については、研究費の獲得強化に向けた種々の取組により、科学研究費助成事業の採択率が上昇していることが評価される。

○県内産業の競争力強化に向けた支援については、受託研究及び共同研究受入件数の実績が順調に増加していることに加え、全ての年度において数値目標が

　達成されたことが高く評価される。また、技術移転件数について、目標を上回る実績を上げていることが評価され、県内産業力強化に向けた積極的な支援

　が期待される。

○地域支援については、技術相談件数が増加傾向にあることに加え、県内自治体等との連携協定の締結などにより、自治体、企業等との連携推進が図られた

　ことが評価される。

　 財務状況について

　全体として計画を順調に実施していると認められる。

　 法人のマネジメントについて

　全体として計画を順調に実施していると認められる。

 組織、業務運営等に係る改善事項等について

組織、業務の運営等に関し、特に改善を勧告すべき点はない。

公立大学法人秋田県立大学の中期目標の期間における業務の実績に関する全体評価調書
（中期目標の期間：平成２４年４月１日～平成３０年３月３１日）
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 自己
評価 評価 H24 H25 H26 H27 H28 H29 自己

評価 評価

 Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅴ 大学経営の改善に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 １ 学生確保の強化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  １ 業務運営の改善及び効率化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（１）学部学生の受入れ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （１）運営体制の強化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（２）大学院学生の確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ （２）運営の高度化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 ２ 教育の質の向上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （３）人事制度の適正な運用による組織の活性化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（１）学部教育 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  ２ 財務内容の改善 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（２）大学院教育 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （１）自己財源の確保 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

（３）検討体制の整備 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （２）経費の節減 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 ３ 学生支援の強化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  ３ 自己点検・評価等の実施及び教育情報等の公表 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（１）学生支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （１）自己点検・評価及び自己改革の実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（２）キャリア教育・就職支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （２）教育情報等の公表 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  ４ その他業務運営に関する重要事項 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 １ 先端的・独創的研究や特色ある研究の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （１）安全管理体制の強化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （２）教育研究環境の整備 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 １ 県内産業の競争力強化に向けた支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅶ 短期借入金の限度額 － － － － － － － －

（１）産業振興への寄与 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅷ 重要な財産の譲渡等に関する計画 － － － － － － － －

（２）知的財産の創造と活用 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅸ 剰余金の使途 － － Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（３）木材高度加工研究所 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅹ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（４）バイオテクノロジーセンター Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  １ 施設及び設備に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 ２ 地域支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  ２ 人事に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（１）自治体、企業等との連携推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （１）人員計画の方針 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（２）学校教育への支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （２）人材確保の方針 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（３）生涯学習への支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  ３ Ａ Ａ Ａ Ａ － － Ａ Ａ

Ⅳ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ４ その他の業務運営に関し必要な事項 － － － － － － － －

 １ 国際交流の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（１）研究者の交流と共同研究の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（２）国際感覚を備えた人材の育成 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

 ２ 他大学等との交流・連携の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

※自己評価：法人が自ら実施した評価、評価：秋田県地方独立行政法人評価委員会が実施した評価

項目別評価結果（公立大学法人秋田県立大学）

交流・連携に関する目標を達成するための措置

評　　　　　　価　　　　　　項　　　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　項　　　　　　目

 ２ 研究費の確保と研究体制の整備

地方独立行政法人法施行細則（平成１６年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画

（参考） 評価基準 評価

特に優れた実績を上げている。 Ｓ

中期目標を達成している。（100％以上） Ａ

中期目標を概ね達成している。（80％以上100％未満） Ｂ

中期目標を十分には達成できていない。（80％未満） Ｃ

業務の大幅な改善が必要である。 Ｄ
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①広報活動の強化
ア　ホームページ、進学サイト、大学総
　合案内誌・パンフレットなど、多様な
　メディア・媒体を積極的に活用し、受
　験生や保護者へタイムリーな情報発信
　を行う。

○

イ　オープンキャンパスを開催し、本学
　の教育研究内容や施設概要を周知す
　る。また、県内外で開催される大学進
　学説明会に積極的に参加するととも
　に、進学実績を勘案した高校訪問を充
　実する。

○

ウ　県教育委員会等との高大連携事業に
　積極的に協力し、出張講義や高等学校
　教員を対象としたキャンパス見学会な
　どを実施する。

○

中期目標期間中の評価の経年変化

（１）学部学生の受入れ

ＡＡ

知的好奇心あふれる意欲的な学生を広く募集
し、受け入れる。特に県内出身入学生を積極
的に確保するため、各種の手立てを講ずる。

Ａ

24年度
中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

ＡＡ

Ｂ

Ａ

Ａ Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ｂ ＢＢ

　広報活動の強化などの取組により、全ての年度にお
いて一般選抜出願倍率、県内出身入学生比率ともに数
値目標を達成していることが評価され、中期目標に係
る業務を順調に実施していると認められる。

Ｂ

県教育委員会及び県内高等学校との高大連携事業
や、本学教員による高等学校での出前講義等を実
施するとともに、キャンパス見学会では高等学校
教員や保護者を積極的に受け入れ、広く本学の魅
力を発信した。
また、27年度から高大接続塾ハイレベル講座を学
内で開催し、29年度までの３年間で延べ255人の高
校生が本学を訪れ、本学の魅力ある教育研究環境
に直接触れる機会を設けた。

オープンキャンパスとミニオープンキャンパス
（大学祭と同時開催）を毎年開催したほか、県内
外で開催される「合同進学説明会」への参加や、
進学推進員による高校訪問（毎年県内外約250校）
の実施などを通じて、本学の教育研究内容や入学
者受入れに関する情報を周知した。

Ａ

Ａ

Ｂ

評　価

Ａ

Ｂ

中期目標期間中の評価の経年変化

ＡＡ

Ｂ

Ａ

法人による
自己評価24年度

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置

１ 学生確保の強化

本学の特徴について、ホームページや大学案内は
もとより、民間の受験情報誌やＷＥＢ等を活用し
て受験生や高等学校教員等に積極的に発信した。
また、本学在学生が出身高校を訪問して高等学校
教員や生徒に本学の魅力を直接アピールする「秋
田県立大学ＰＲ特命アンバサダー制度」を実施し
た。

【秋田県立大学ＰＲ特命アンバサダー実績】
　　H27　学生77人が高校61校を訪問
　　H28　学生42人が高校31校を訪問
　　H29　学生76人が高校59校を訪問

公立大学法人秋田県立大学の中期目標の期間における業務の実績に関する項目別調書

法人による
自己評価 評　価

Ａ Ａ
（中期目標期間における実績）
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②県内出身入学生の確保
ア　推薦入試等特別選抜試験における募
　集人員や選抜方法を見直し、県内高等
　学校出身者の入学を促進する。

○

イ　県内高等学校との連携を促進し、入
　学者選抜試験に連携校特別枠を設け
　る。

○

ウ　県内高等学校を通じて入学生特待生
　制度の周知に努めるとともに、県内出
　身入学生に対する本学独自の奨学金給
　付制度などの修学支援を継続する。

○

③入試制度の改善
ア　入学者受入れ方針を周知し、本学が
　入学時に求める高等学校段階で修得し
　ておくべき学力内容・水準を明示す
　る。

○大学・学部単位でそれぞれ入学者受入れ方針（ア
ドミッション・ポリシー）を定めるとともに、学
科毎に求める資質や本学が入学時に求める高等学
校段階で修得しておくべき学力内容・水準を明確
にし、学生募集要項や本学ホームページにおいて
周知した。

県内高等学校が実施するＳＳＨ（スーパーサイエ
ンスハイスクール）及びＳＧＨ（スーパーグロー
バルハイスクール）事業に積極的に協力し、高等
学校との緊密な連携のもと高校生への研究指導等
を行った。
また、入学者選抜試験における連携校特別枠につ
いては、県内高校に対する公平性の観点から導入
を見送ることとし、一方で32年度からの高大接続
改革に併せ、県内出身学生を対象とした新たな入
試区分を設け、推薦等特別選抜試験における県内
出身者枠を拡大するなどの検討を進めた。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中期目標期間における業績

本学と県高等学校長協会との懇談会や県内高校訪
問等の機会を捉え、本学独自の入学生特待生制度
及び奨学金制度を積極的に説明・ＰＲし、出願を
呼びかけた。
また、県内出身学生を対象とした「秋田県立大学
10周年記念奨学金」を継続し、６年間で延べ84人
の学生の修学を経済面から支援した。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

県内出身入学生の確保に向け、推薦入試制度等特
別選抜試験の在り方について検討を進め、両学部
において募集人員の見直しを行った。

【システム科学技術学部】
　　30年度入試において、学部全体でＡＯを
　　１名減、推薦Ｃを１名増

【生物資源科学部】
　　27年度入試において、応用生物科学科で
　　推薦Ｂを２名減、推薦Ｃを２名増
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イ　学生の入試区分、入試成績、入学後
　の学業成績等を総合的に分析し、その
　結果をもとに、入学者選抜制度の適切
　な改善を行う。

○

☆数値目標
・一般選抜試験出願倍率：５倍以上
・県内出身入学生比率：30％以上

☆

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①本学大学院の教育内容や養成する人材
像、修得できる能力・技術、キャリアパ
スを明示する。

○

②学内からの入学生の増加を促進するた
め、入学初年次から大学院説明会や進学
ガイダンスを開催し、本学大学院の魅力
を積極的に周知するとともに、独自の奨
学金制度などを取り入れ、経済的支援を
充実する。

○

中期目標期間中の評価の経年変化
中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

Ｂ
　広報活動の強化や大学院優秀学生奨学金の給付など
の取組により、大学院収容定員充足率の改善が図られ
ているものの、数値目標が達成できていないことか
ら、定員充足に向けた更なる取組が求められる。学内からの大学院進学を積極的に支援すると

ともに、国内外から研究意欲のある優秀な大
学院学生を確保する。

（２）大学院学生の確保

中　期　計　画　の　項　目

両研究科において学位授与方針及び教育課程編
成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を定
め、大学院の教育内容や養成する人材像、修得で
きる能力・技術を明示した。
また、大学院におけるキャリア形成について、大
学院説明会や進学ガイダンス等を通じて学部学生
に周知した。

Ｂ

（中期目標期間における実績）

中期目標期間における業績

ＢＢ ＢＢ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　期　目　標　の　項　目

24年度

中期目標期間の全ての年度において、数値目標を
達成した。

【一般選抜試験出願倍率】【県内出身入学生比率】
　　H25入試　8.7倍　　　H25入学　32.3％
　　H26入試　8.7倍　　　H26入学　31.9％
　　H27入試　7.5倍　　　H27入学　31.6％
　　H28入試　7.8倍　　　H28入学　31.1％
　　H29入試　6.9倍　　　H29入学　35.2％
　　H30入試　5.7倍      H30入学　31.9％

学部学生を対象に、入学初年次から大学院説明会
や進学ガイダンスを開催し、本学大学院の魅力等
を積極的に周知した。
また、25年度から大学院優秀学生奨学金制度を導
入し、優秀な学部学生の進学を促した。

【学部学生の本学大学院進学者数】
　　H25　57人　　　H28　78人
　　H26　72人　　　H29　81人
　　H27　80人　　　H30　75人

【大学院優秀学生奨学金支給実績】
　　H25　21人、総額 11百万円
　　H26　50人、総額 26百万円
　　H27　66人、総額 35百万円
　　H28　72人、総額 38百万円
　　H29　73人、総額 38百万円

Ｂ Ｂ

法人による
自己評価 評　価

教育改革・支援センター教育企画室が構築した
「統合学生データベース」を活用し、学生の入試
区分、入試成績、入学後の学業成績及び進路状況
について分析を行い、この結果をもとに32年度か
らの高大接続改革に対応した入学者選抜について
検討した。
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③社会人学生の学習動機や学習目的に配慮
した教育プログラムを編成し、幅広い年
齢層の修学を促進する。

ア　長期履修制度の導入により、社会人
　学生の経済的負担を軽減する。

○

イ　インターネット活用授業、集中講
　義、土・日開講など、社会人学生に配
　慮した多様かつ柔軟な学習形態と学習
　環境を提供する。

○

ウ　科目等履修生制度及び聴講生制度の
　周知に努め、社会人の活用を促進す
　る。

○

④海外大学との大学間・部局間協定の締結
を促進し、入学料・授業料の減免や宿舎
の確保等の支援、日本語教育や生活指
導、修学支援体制の強化により、外国人
留学生の受入れを拡大する。

○

中　期　目　標　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　期　計　画　の　項　目

社会人学生の経済的負担の軽減を図るため、標準
修業年限（博士前期課程２年、博士後期課程３
年）を超えて計画的に教育課程を履修し修了する
ことができ、また、標準修業年限分の授業料に相
当する額を長期履修期間に応じて分割納付するこ
とができる「長期履修制度」を26年度から導入
し、29年度までに３名が利用した。

指導教員による研究指導面談を実施し、個々の社
会人学生の学習形態やニーズを踏まえて研究指導
計画を作成した。
また、システム科学技術研究科で開講したスー
パー連携大学院の教育プログラムに関連する一部
講義で、オンデマンド形式による講義を行った。

各市町村の広報誌、関係機関窓口等の活用に加
え、公開講座等の本学主催行事を幅広く利用する
など、広く科目等履修生制度及び聴講生制度の周
知を図った。

【聴講生・科目等履修生数の推移】
　H24 聴講生 延べ12人
　H25 聴講生 延べ10人、科目等１人
　H26 聴講生 延べ６人
　H27 聴講生 延べ７人
　H28 聴講生 延べ７人、科目等１人
　H29 聴講生 延べ７人、科目等６人

24年度以降、新たに海外８大学と大学間又は部局
間協定を締結したほか、中国出身の本学教員を介
した中国からの留学生の受入れに取り組んだこと
により、第１期中期計画期間と比較して外国人留
学生の受入れが拡大した。
また、入学後の外国人留学生に対する学修・生活
支援として、日本語教育、各種相談対応及び住居
費補助を継続した。

【外国人留学生　正規生受入数】
第１期中期目標期間平均(H18～H23)…13.8人/年
第２期中期目標期間平均(H24～H29)…16人/年
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☆数値目標
・大学院収容定員充足率：100％

☆

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①育成する人材・能力
ア　専攻分野の専門性だけではなく、幅
　広い教養を身に付け、修得した知識・
　技術を駆使して、自ら問題を発見し解
　決できる力を育成する。

○

イ　相手を尊重する豊かな人間性と自己
　を的確に表現できるコミュニケーショ
　ン能力を育成し、社会人としての基礎
　力を涵養する。

○

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　期　目　標　の　項　目

法人による
自己評価

中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

（中期目標期間における実績）

Ａ Ａ

24年度
評　価

豊かな教養と個別専門分野の知識や技術の修
得はもとより、多角的な視点から真理を探究
するとともに、自ら問題を発見し、解決する
能力及び優れたコミュニケーション能力を身
に付けた人材を育成する。
このため、教育課程の見直しと教育方法の改
善に取り組む。

学生自主研究制度や薫風・満天フィールド交流塾
事業などに加え、新たに導入したあきた地域学課
程の実施により、個別専門分野の知識や技術の習
得にとどまらず、物事を幅広い視野から多面的・
多角的に考え探求できる能力を育成した。また、
初年次・キャリア教育科目として「フレッシャー
ズ・セミナー」を開講し、主体的な学修や人間関
係構築のための能力を育成した。

（１）学部教育 Ａ Ａ

教養科目の「コミュニケーション入門」や「現代
の働く環境」では、授業にディスカッションを取
り入れるなどコミュニケーション能力の向上に取
り組んだ。また、プレゼンテーション能力の育成
に向け、サイエンスインカレなど学外での研究成
果の発表を学生に促した。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

Ａ Ａ

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置

２ 教育の質の向上

24年度

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ

　学生自主研究制度など学生の主体的な学修を促す取
組や、教育支援システムのポートフォリオ機能を利用
し、個々の学生が設定した目標に対する達成度合を確
認できるシステムを構築し、利便性を高めるなどの取
組により、きめ細かな教育上の対策が講じられている
ことが評価される。また、システム科学技術学部の学
科再編に向けた取組が着実に推進されたことも評価さ
れ、中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

評　価

Ａ

大学院説明会の開催や大学院優秀学生奨学金制度
の実施等により、博士前期課程の充足率が大幅に
改善した。

【大学院収容定員充足率】
　H25　81.5％（前期 84.6％、後期69.2％）
　H26　86.2％（前期 89.7％、後期71.8％）
　H27　93.8％（前期102.6％、後期59.0％）
　H28　93.3％（前期105.1％、後期46.2％）
　H29　96.4％（前期109.0％、後期46.2％）
  H30  92.3％（前期103.8％、後期46.2％）

ＡＡ

Ａ ＡＡ

中期目標期間における業績

法人による
自己評価
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②教育課程の改革
ア　教育課程編成・実施方針に基づき、
　学生の視点に立ち学習の系統性や順次
　性に配慮した体系的教育課程を編成す
　る。

○

イ　専攻分野の学習を通して、学生がど
　のような学習成果を獲得できるか明確
　にする。また、学生が自己の将来像を
　描き、目的意識と学習意欲が高まるよ
　う教育目標に応じた分野別履修モデル
　を策定する。

○

ウ　教養基礎教育、専門教育等の科目構
　成、単位数、開講年次を柔軟に見直す
　とともに、教員組織の大講座制への移
　行を活かした教育内容、教育プログラ
　ムを実施する。

○

エ　教養基礎教育における教育指導体制
　を強化するとともに、放送大学の活用
　や県内高等教育機関との単位互換を推
　進する。

○

オ　修得すべき英語能力と到達目標を明
　示し、英語資格試験単位認定制度、語
　学研修制度の運用などにより、英語教
　育を強化する。

○

カ　大学への円滑な移行を目的として、
　レポート・論文の作成指導、学習の動
　機付け、大学生活への適応など、初年
　次教育を充実する。あわせて、基礎学
　力の向上を目的とした補習教育を強化
　する。

○新入生が高校教育から大学教育に円滑に移行でき
るよう、両学部で基礎科目（補習教育）を複数開
講したほか、「創造科学の世界（システム）」や
「生物資源科学への招待（生物資源）」などの導
入教育を実施し、専門分野への関心を高めるとと
もに学修の動機付けを行った。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

科目ナンバリング、カリキュラムマップなど、学
習の系統性や順次性に配慮した体系的教育課程の
編成を行うための仕組みを導入した。

総合科学教育研究センター教員を１名増員（14名
→15名）し、教育指導体制を強化した。また、放
送大学や大学コンソーシアムあきたとの単位互換
協定の下、学生に幅広い教養基礎教育を提供し
た。

英検２級以上又はTOEIC 550点以上を到達目標に掲
げ、１年生全員を対象にTOEIC Bridgeを実施し
た。また、英検又はTOEICで一定の級やスコアを取
得した学生を対象に外国語科目（英語）の単位を
認定する制度を運用したほか、カナダやグアムで
の語学留学プログラムを実施するなど、英語教育
を強化した。

学生の目的意識と学習意欲の向上を図るため、カ
リキュラムマップを学生に配付し、授業科目の配
置と、獲得できる学習成果の関係を示した。

学生や社会からのニーズを踏まえ、教養教育科
目、外国語科目、基礎科目（補習科目）を増やす
など、教育プログラムの充実を図った。また、大
講座制の特性を活かし、学生実験や実習などでは
各講座の教員が連携しそれぞれの専門分野につい
て学生指導を行った。
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キ　推薦入試及びＡＯ入試の入学者を対
　象とした入学前教育と入学後のフォ
　ローアップを強化する。

○

ク　少人数教育環境の中で、教員や学生
　同士の密接な交流を通して、学生が自
　主的に学び考える力を身に付けられる
　よう、討論や研究発表など演習形式の
　授業を充実する。

○

ケ　学生自主研究制度を推進し、指導教
　員や先輩学生によるアドバイス・バッ
　クアップにより、入学直後から研究へ
　の興味や意欲を喚起していく。

○

③単位の実質化
ア　通年講義の設定、キャップ制の導入
　などにより、学生の充分な学習時間の
　確保を図る。

○

イ　シラバスについて、各科目の到達目
　標や授業概要・授業計画、成績評価方
　法・基準を詳述するとともに、自主学
　習、準備学習の内容や時間を具体的に
　指示する。

○ＦＤ専門部会が中心となってシラバスの充実に取
り組み、各科目の到達目標・授業概要、授業計
画、成績評価方法・基準、授業時間外学修の指示
などの記載項目を追加した。

「システム科学演習」や「生物資源科学への招
待」など演習・学生討論・学生発表を取り入れた
授業を両学部で開講したほか、「コミュニケー
ション入門」などの対話型授業を通じて、コミュ
ニケーション能力やディスカッション能力の向上
を図った。

従来の学生自主研究制度の継続に加え、25年度か
ら学部３年生を対象としたアドバンスト自主研究
制度を導入した。早い段階から学生が主体となり
研究へ取り組む機会を提供することで、研究への
興味・意欲を喚起した。

【学生自主研究制度利用学生数】
 　H24　328人
 　H25　287人
 　H26　270人
 　H27　311人
 　H28　292人
 　H29　269人
 ※H25年度以降はアドバンスト自主研究含む。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績

推薦・ＡＯ入試の合格者に対して課題添削指導や
スクーリングなどの入学前教育を実施した。ま
た、入学後には一般試験入学者も含めた新入生全
員を対象に基礎学力試験を実施し、学力不足と判
断された学生を対象とした基礎科目（補習教育）
を複数科目実施するなど、入学後のフォローアッ
プを行った。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

学生の過度な履修登録を防ぎ、授業単位当たりに
必要な学習時間を確保するため、28年度から
キャップ制を導入した。また、新入生オリエン
テーション等で単位取得に必要な学習時間を学生
に周知し、学習時間の確保を呼びかけた。
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④教育方法の改善
ア　ガイダンスの充実とオフィスアワー
　の機能向上・活用促進により、学習支
　援、履修指導を改善する。

○

イ　学生が自己の目標達成度や理解度を
　確認し、学習計画の自己管理ができる
　よう学習ポートフォリオを導入する。

○

ウ　学生の学習成果を明確にするための
　評価方法を開発する。

○

エ　教員の教育指導方法・授業内容を向
　上させ、本学の教育力を強化するた
　め、ＦＤ（ファカルティ・ディベロッ
　プメント）の実施を積極的に推進す
　る。学生の授業アンケート、専門員に
　よる授業評価、授業参観などを組織的
　に実施し、教育成果の測定と教育方法
　の改善に活用していく。

○

⑤学科再編に向けた取組の推進
産業構造の変化に対応し、地域が必要と
する専門人材を育成するため、システム
科学技術学部において学科再編に向けた
取組を進める。

○

ＦＤ活動の一環として、授業方法等に関する講演
会や勉強会を毎年度実施し、教員の教育力向上を
図った。また、教員相互の授業参観や学生による
授業アンケート、専門員による授業評価を実施
し、結果を教育効果の測定と教育方法の改善に活
用した。

24年度に両学部で学習ポートフォリオを導入し、
教員と学生の双方向の学習支援体制を構築した。
また、28年度には新たに導入した教育支援システ
ム「manaba course」のポートフォリオ機能を活用
し、学習目標、学習計画、自己評価等を蓄積・管
理できるよう改善を行い、学生の利便性を高め
た。

学生の学習成果を明確にするため、大学ＩＲコン
ソーシアムが実施する学生調査と、河合塾が提供
するジェネリックスキル測定テスト「ＰＲＯＧ」
を利用する評価方法の採用を決定し、30年度から
本格導入することとした。また、教育支援システ
ム「manaba course」のポートフォリオ機能を利用
し、個々の学生が設定した目標に対する学習の達
成度合いをグラフ化するシステムを構築した。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

システム科学技術学部に30年４月から新学科を設
置するため、29年10月に新学科の設置に伴う学則
変更を文部科学省に届け出た。
また、学科再編に関するポスター、パンフレット
を作成し県内外の高等学校等に案内したほか、本
学ホームページへの特設ページの設置、教職員の
高校訪問による説明など、新たな学科を広く周知
した。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

新入生向けオリエンテーションにおいて、シラバ
スや学生便覧の利用方法を説明したほか、授業期
間中は、教授及び准教授がオフィスアワーを設
け、学修や学生生活の相談に対応するなど、学習
支援、履修指導の改善を図った。

中期目標期間における業績

－10－



25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①履修コース制の導入、研究指導体制の強
化
ア　体系的な大学院教育を行うため、修
　得する能力、修了後のキャリアパスに
　対応した履修コース（科目群）を提供
　する。

○

イ　研究指導、学位論文作成指導、学習
　支援における教員の連携・協力体制を
　強化する。

○

ウ　教員のＦＤ研修や研究指導方法のピ
　ア・レビューを実施し、大学院におけ
　る教育・研究指導能力の向上を図る。

○

エ　ＴＡ制度（ティーチング・アシスタ
　ント）、ＲＡ制度（リサーチ・アシス
　タント）を積極的に活用し、きめ細か
　な研究指導を行う。

○

オ　秋田大学との共同教育課程を実施す
　る「システム科学技術研究科共同ライ
　フサイクルデザイン工学専攻」におい
　て、グリーンイノベーションや循環型
　社会形成のための新たな人材養成に取
　り組む。

○

②博士後期課程の改革
ア　専門的知識と優れた探求心、コミュ
　ニケーション能力、国際性など、高度
　技術研究者として求められる基本的素
　養を身に付けさせ、博士号取得に導く
　ため、一貫的・体系的教育カリキュラ
　ムを編成する。

○

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

（２）大学院教育 Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目

（中期目標期間における実績）

ＦＤ活動の一環として、両研究科において授業方
法等に関する講演会や勉強会を開催したほか、研
究指導方法のピア・レビューを実施した。また、
他大学での研修会やＦＤ関連セミナーにも教員を
派遣して指導能力の向上を図った。

24年度以降、システム科学技術研究科共同ライフ
サイクルデザイン工学専攻の修了生の就職率は概
ね100％を維持しており、産業社会が直面している
環境問題を解決するための知識・スキルを持ち、
循環型の社会形成に寄与することができる人材を
社会に輩出した。

博士後期課程の学生を対象とした中間発表会や博
士特別セミナーを開催したほか、29年度からは、
学外での研究研修の充実を目的として「博士後期
課程特別研修」を開講するなど、専門的知識に加
え、企画能力やコミュニケーション能力を高める
教育カリキュラムを実施した。

深い専門知識と総合的な判断力、豊かな創造
性を備え、世界に通用する研究成果を上げ、
かつ、発信できる能力を身に付けた人材を育
成する。
このため、教育課程の見直しと研究指導体制
の充実に取り組む。

両研究科においてキャリアパスに対応した履修
コース（履修モデル）を設定し、体系的な教育プ
ログラムを学生に提供した。

教員と学生の面談を踏まえ作成した研究指導計画
に基づき、主指導教員と研究グループの他の教員
が連携し、研究やディスカッション、プレゼン
テーションなどについて指導の強化を図った。

中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

大学院学生が将来教員や研究者になるためのト
レーニングとして、ＴＡ及びＲＡ制度を活用し、
毎年度ＴＡを約100名（前期・後期延べ）とＲＡを
約10名（通期）配置して、実践的教育研究活動を
通じたきめ細かな指導を行った。

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ Ａ

法人による
自己評価 評　価

Ａ Ａ

24年度
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イ　産業界等との連携による教育プログ
　ラムの実施、インターンシップの実施
　など、人材養成における学外との連携
　を強化し、博士後期課程修了生の多様
　なキャリアパスの開拓を図る。

○

ウ　社会人へのリカレント教育に取り組
　むとともに、社会人が有する経験や知
　識を研究指導に活用する。また、一定
　の研究実績や能力を有する社会人を対
　象とした短期在学コースを創設する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①教育改革・支援センターの設置
ア　本学や他大学の教育関連情報の収集
　分析、教育内容・教育方法の改善、学
　部・学科・専攻の見直しなどを行う
　「教育改革・支援センター」を設置し
　て、教育改革に向けた取組を強化す
　る。

○

イ　教育課程編成・実施方針及び学位授
　与・卒業認定方針と整合した教育課程
　が実施され、教育目標に沿った教育成
　果があがっているか定期的に検証し、
　その結果を教育課程や教育内容・方法
　の改善に結びつける。

○

中期目標期間中に８人の社会人学生を博士後期課
程に受け入れ、リカレント教育に取り組んだ。ま
た、社会人を対象とした短期在学コースについ
て、32年度からの導入を決定し、29～30年度の２
年間で制度設計を完了する予定である。

Ａ

教育の質の向上を図るため、専門的に検討す
る体制を整備し、学部教育及び大学院教育の
取組の支援を行う。

Ａ
　教育改革・支援センターにおいて、入学後の学業成
績及び進路状況等を管理する「統合学生データベー
ス」の分析結果に基づき、教育内容・方法の改善が図
られるなど、中期目標に係る業務を順調に実施してい
ると認められる。

（中期目標期間における実績）

24年度に設置した教育改革・支援センター教育企
画室において、学生の入試区分、入試成績、入学
後の学業成績及び進路状況等を管理する「統合学
生データベース」を構築し、教育内容・教育方法
の改善検討に活用した。また、将来構想委員会を
新設し、システム科学技術学部の学科再編を含む
教育改革の検討を行った。

Ａ

中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ

教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリ
シー）に基づくカリキュラム編成に向け「カリ
キュラム編成における基本的な考え方」を作成
し、編成を担当する教員の共通理解を図った。ま
た、教育改革・支援センターにおいて「統合学生
データベース」の分析結果に基づき、教育内容・
方法の改善を図った。

ＡＡ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

（３）検討体制の整備 Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目

法人による
自己評価 評　価

中　期　計　画　の　項　目

24年度

中期目標期間中の評価の経年変化

スーパー連携大学院コンソーシアムに参画し、産
学官共同運営の大学院教育プログラムを実施して
おり、多様な社会的ニーズを踏まえてイノベー
ションを創出することができる博士人材を育成し
た。25～29年度までの間に当該プログラムを修了
した本学学生５名が「イノベーション修士サー
ティフィケート（修了証明）」を取得した。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①学生支援センターの設置
ア　学生が抱える様々な問題（進路、ハ
　ラスメント、対人関係、経済的問題
　等）に適切に対処するための総合窓口
　として「学生支援センター」を設置し
　て、学生の満足度を向上させる。

○

イ　就職支援、学習相談、生活相談等各
　担当部門及び教員組織と連携・協力す
　るとともに、学生支援の在り方につい
　て調査、提言する。

○

ウ　地域交流やボランティア活動の紹
　介、部活動やサークル・同好会の支援
　など、学生の課外活動を促進する。ま
　た、学生に対して事故防止や危機管理
　に関する研修等を実施し、自己管理を
　喚起する。

○

②中途退学者や休学者・留年者の減少・防
止を図るため、入学後の基礎学力向上対
策や学習指導に一層力を入れるととも
に、理由を調査・分析し、学生の悩みや
問題に早期に対処する。

○

（中期目標期間における実績）

Ａ

学生支援に関する学生からの意見や要望を把握す
るため、学長と学生との懇談会を毎年度実施し
た。また、学生支援センターが主体となり、卒業
予定者を対象に学生満足度アンケートを毎年度実
施し、教育課程・学生支援など幅広い側面から満
足度の調査を行い、集約・分析した結果を学生支
援活動に活用した。

学生が安心して勉学や研究に打ち込めるよう
に、学生生活に対する的確な支援を行う。 24年度に学生支援センターを設置し、担当教員、

事務局、学生相談室及び保健室等が状況に応じた
情報共有、役割分担により、一体となって学生支
援に取り組んだ。その結果、29年度卒業予定者を
対象に実施した学生満足度アンケートにおいて、
本学のカリキュラムや学生支援等に関する全体的
な満足度を問う設問に“満足している”と回答し
た学生が回答者全体の92％となった。

（１）学生支援 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
　学生支援センターを中心に、教職員が連携して学生
の状況に応じたきめ細かな支援に取り組んでいること
が高く評価されるなど、中期目標に係る業務を順調に
実施していると認められる。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ ＡＡ ＡＡＡ Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度

法人による
自己評価 評　価

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ

評　価法人による
自己評価24年度

地域交流、ボランティア活動、部活・サークル活
動など、学生が主体となって実施する活動に対し
て、本学後援会と連携して運営・財政面の支援を
実施した。また、学生の自己管理意識を喚起する
ため、外部から専門家を招き、防犯や安全運転に
関する講習を実施した。

学年担当教員がセメスター毎に学生との面談を行
い、学修の進捗状況や生活面での問題等を定期的
に把握することで、サインを発する学生の早期発
見に努めた。また、退学等の要因を調査・分析
し、減少・防止に向けた検討を継続して行った。
基礎学力不足の学生への配慮として、両学部で基
礎講座を開講したほか、システム科学技術学部に
おいて「数学・物理駆けこみ寺」を実施するな
ど、組織的な対応を行った。

Ａ Ａ

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置

３ 学生支援の強化
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③経済的負担軽減制度の拡充
ア　経済的に困難な学生の修学を支援す
　るため、授業料減免を拡充する。ま
　た、成績優秀者に対する学業奨励を目
　的として特待生制度を継続する。

○

イ　県内出身入学生に対する奨学金給付
　制度と金融機関からの教育資金の借入
　れに対する利子補給金給付制度を継続
　する。

○

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

所定の基準を充たした学生に対する授業料減免を
継続したほか、24年度においては東日本大震災の
被災学生に対する特別減免措置を実施した。ま
た、成績優秀者を対象とした特待生奨学金制度を
継続した。

【授業料減免実績】
　H24　5,358万円（前期215人、後期213人）
　H25　4,360万円（前期182人、後期171人）
　H26　3,784万円（前期149人、後期146人）
　H27　3,790万円（前期150人、後期144人）
  H28  3,563万円（前期150人、後期126人）
　H29　3,268万円（前期129人、後期140人）
　※H24実績には震災減免含む。

【特待生認定者数（大学及び大学院）】
　H24　60人　　　H27　85人
　H25　80人　　　H28　84人
　H26　83人　　　H29　82人

県内出身学生への経済面の修学支援として「10周
年記念奨学金」や「教育ローン利子補給金制度」
を継続した。

【10周年記念奨学金実績】
　H24　17人、総額340万円
　H25　17人、総額340万円
　H26　14人、総額280万円
　H27　12人、総額240万円
　H28　16人、総額320万円
  H29　８人、総額160万円

【教育ローン利子補給金実績】
　H24　36人、総額145万円
　H25　30人、総額123万円
　H26　21人、総額 89万円
　H27　19人、総額 84万円
　H28　19人、総額 82万円
　H29　21人、総額 93万円

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①キャリア教育センターの設置
ア　本学のキャリア教育を総合的に企
　画・推進する「キャリア教育セン
　ター」を設置して、学生の就業力育成
　と自立心の涵養に向けた取組を強化す
　る。

○

イ　「教育改革・支援センター」、「学
　生支援センター」及び教職員との緊密
　な連携体制を構築し、学生が自己の適
　性や人生設計を考え、円滑に職業生活
　へ移行できるよう支援を強化する。

○

ウ　キャリア教育関連科目の整備、コ
　ミュニケーション能力開発等教育方法
　の改善を行う。

○

エ　学生が自己の能力を的確に把握し、
　キャリア形成と進路決定に至るよう
　キャリアポートフォリオを導入する。

○

②就職支援の強化
ア　秋田・本荘キャンパスに加え、大潟
　キャンパスに常勤のキャリアカウンセ
　ラーを配置し、就職情報提供機能と就
　職相談機能を強化する。

○ 27年度に常勤のキャリアカウンセラーを１人増員
して３人体制とし、学生の相談件数や相談内容等
の状況を考慮しながら秋田・本荘・大潟キャンパ
スにキャリアカウンセラーを柔軟に配置すること
で、採用選考スケジュールの変更等に対応した就
職支援を行った。また、キャリア支援チームの職
員を学外セミナー等に派遣し学生対応スキルの向
上を図った。

　学生が早期から的確に進路選択できるよう、きめ細
かなキャリア教育・就職支援や求人開拓の取組が行わ
れていることが評価され、中期目標に係る業務を順調
に実施していると認められる。

（中期目標期間における実績）

学生が早い時期から的確に進路の選択をする
ことができるように、キャリア教育をカリ
キュラムに組み入れ、学生の適性に応じた適
切な支援を行うとともに、県内企業等への就
職の促進に取り組む。

24年度にキャリア教育センターを設置し、キャリ
ア教育担当教員、キャリア支援委員会及びキャリ
ア支援チームが一体となった支援を行う体制を整
えるとともに、インターンシップ委員会や教務組
織と情報共有を図り、キャリア教育及び就職支援
を実施した。

キャリア教育センターと教育改革・支援センター
の連携により、文部科学省の補助事業「産業界の
ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」
や「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業
（ＣＯＣ＋）」に取り組むなど、早期から学生自
身による適性の把握や、進路検討の契機を提供し
た。

Ａ（２）キャリア教育・就職支援 Ａ Ａ Ａ

24年度
評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ

「現代の働く環境」や「コミュニケーション入
門」などのキャリア関連科目講座を開講し、グ
ループワークや思考を促す課題を設定すること
で、社会人に求められる積極性や課題解決能力の
向上を図った。

28年度に教育支援システム「manaba course」を導
入し、同システムのポートフォリオ機能を活用し
たキャリアポートフォリオの運用を開始した。ま
た、学生が自主的にキャリアポートフォリオを運
用できるよう、授業やキャリアガイダンスにおい
て指導を行った。

Ａ

評　価

Ａ

法人による
自己評価
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イ　県内外の企業と本学の学生が直接接
　触できる企業就職面談会を継続する。
　学生ＰＲと求人情報の収集のため、企
　業訪問を強化する。

○

ウ　県内企業や地域事業所への就職を希
　望する学生に配慮した就職ガイダンス
　を行うとともに、県や連携協定を締結
　している市町村、企業の協力を得なが
　ら、県内への人材供給に努める。

○

エ　長期インターンシップや公務員試験
　等各種資格試験対策セミナーを実施す
　る。

○

オ　就職先未決定の卒業生に対して、一
　定期間就職活動を支援する。また、離
　職者の就職相談に応じ情報提供などの
　支援をする。

○

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

進路未定で卒業する学生に対し、卒業後の居住地
域の公的機関や専門学校等を紹介したほか、毎年
度10件～20件の卒業後の就職相談に対応した。

【卒業生への就職相談対応件数】
　H24　10件　　H27  12件
　H25　26件　　H28  16件
　H26  26件　　H29  10件

毎年度60社を超える企業を招いて企業就職面談会
を実施したほか、学生ＰＲと求人情報の収集のた
め、毎年度500社前後の企業訪問を実施した。

【企業訪問件数】
　H24　497社　　H27　519社
　H25　470社　　H28  466社
　H26　531社　　H29　451社

企業の協力を得て５日～３週間程度のインターン
シップを実施し、毎年度約100事業所を対象に約
200名の学生が参加した。また、公務員ガイダン
ス、筆記試験対策講座、公務模試を開催し、就職
を希望する学生を支援した。

【インターンシップ参加者数】
　H24　172人　　　H27　190人
　H25　207人　　　H28  202人
　H26　181人　　　H29　188人

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績

県内企業等に対して、本学が主催する企業面談会
への参加や、本学内での会社説明会等の開催を促
し、県内就職を希望する学生とのマッチングの機
会を設けた。また、地（知）の拠点大学による地
方創生推進事業（ＣＯＣ＋）において、県内企業
でのジョブシャドウイング（１日型職場観察）の
実施を拡大するなど、県内就職希望者の増加に向
けた取組を行った。

【ジョブシャドウイング実施企業数及び参加者数】
　H27　実施企業２社、学生延べ ８人参加
　H28　実施企業15社、学生延べ 54人参加
　H29　実施企業20社、学生延べ107人参加
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☆数値目標
・進路決定率［（就職先内定者数＋大学
　院等進学者数）／卒業生数］：100％

☆

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①蓄積してきた研究資源や成果を活用し、
重点的に推進する研究分野と課題を定
め、先端的・独創的研究の確立を目指
す。

○

②工学系と農学系の学部・学科構成、ま
た、国内唯一の「木材・木質材料」の研
究機関である木材高度加工研究所とバイ
オテクノロジー研究の拠点であるバイオ
テクノロジーセンターをもつ本学の特性
を生かしながら、大講座制における柔軟
な研究グループの編成により、特色ある
研究テーマに取り組む。

○

③産業界や地域社会のニーズにマッチした
研究テーマや国際的に通用する研究領域
を絞り込み、研究成果をあげる上で最も
有効な体制を構築し、産学官民連携の研
究プロジェクトを企画・実施する。

○

　特色ある研究の推進に向けた種々の取組により、先
端的・独創的な研究が推進されるなど、中期目標に係
る業務を順調に実施していると認められる。

中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績

本学が目指す研究の方向を「人類の持続的発展に
資する科学・技術」と定め、これを具現化するた
めに学内研究支援制度（学長プロジェクト研究、
産学連携推進事業）の改善を重ね、低カリウム含
有野菜の栽培法、新規構造澱粉米（ダイエット
米）、木質マイクロプライ（薄単板積層材料）の
開発等を始めとする先端的・独創的な研究を推進
した。

先端的で独創性が高く、社会への貢献度の高い
研究を進めるとともに、地域の特性に応じた研
究を多面的に行い、大学として特色ある研究分
野を確立し、重点的に推進する。

26年度以降、部局間研究交流フォーラムを毎年度
開催し、異なる分野・キャンパス間の相互交流の
加速を図った。また、工学系と農学系の連携によ
る研究を推進するため、産学連携推進事業におい
て「部局提案型研究（部局横断研究）」の区分を
設け、予算を措置した。

地域社会のニーズにマッチした研究を実施するた
め、産学連携事業において「産学連携・共同研
究」の区分を設け、県内企業や公設試験研究機関
等との共同研究を推進した。
また、県農林水産関係の公設試験研究機関、県総
合食品研究センターと「研究推進協議会」を開催
し、共同研究報告会を実施した。

Ａ Ａ Ａ ＡＡ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ

Ａ

毎年度、概ね95％以上の進路決定率となってお
り、高い水準を維持した。

【進路決定率推移】
　H24　95.0％　　H27　98.4％
　H25　94.4％　　H28  97.4％
　H26　96.5％　　H29  98.7％

Ａ Ａ Ａ

24年度

中　期　目　標　の　項　目

Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価

Ａ

Ａ

Ａ

評　価

ＡＡⅡ 研究に関する目標を達成するための措置

１ 先端的・独創的研究や特色ある研究の推進

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①学長プロジェクト及び産学連携事業等学
内研究費について、研究実績の評価を反
映するよう見直す。また、特色ある研究
の推進のためのプロジェクト実施に対応
して、弾力的・機動的な予算編成を行
い、財源を集中的に投入する。

○

②各種研究助成金や競争的研究資金の獲得
強化のため、応募・申請方法に係る研修
や講習会を開催し、採択率の向上を図
る。

○

③若手研究者に対する研究費を確保し、研
究活動を奨励・支援する。

○

　研究費の獲得強化に向けた種々の取組により、科学
研究費助成事業の採択率が4.5％上昇したことが評価さ
れ、中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

若手研究者の研究活動を支援するため、25年度か
ら学長プロジェクト研究において「若手・スター
トアップ奨励研究（28年度からは創造的研究の助
教・特任助教枠に変更）」の区分を設け、予算を
措置した。28年度からは、若手を含む新規採用教
員の研究活動を支援するため、「新任教員支援制
度」を設け、予算を措置した。

【若手・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ奨励研究採択件数・金額】
 　　H25　14件、10百万円
 　　H26　20件、12百万円
 　　H27　15件、10百万円
 　　H28　12件、10百万円
 　　H29　４件、４百万円
　※H28以降は創造的研究(助教・特任助教枠)

【新任教員支援制度採択件数・金額】
　　 H28　６件、２百万円
　　 H29　12件、７百万円

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置

Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績

競争的研究資金や共同研究、受託研究等の外部
資金の獲得強化を図るとともに、研究分野の重
点化や研究評価の結果を踏まえ、研究費の重点
配分を進めるほか、研究テーマに応じた効果的
な研究体制を整備する。

学長プロジェクト研究及び産学連携推進事業は、
研究実績を評価する項目を設けて審査を実施し
た。また、国際的に通用する特色ある研究を推進
するため、学長プロジェクト研究において「重点
プロジェクト研究費」の区分を設け、予算を集中
的に措置した。

【重点プロジェクト研究採択件数・金額】
 　H24　２件、３年総額 60百万円
 　H25　１件、３年総額 30百万円
 　H26　３件、３年総額 50百万円
 　H27　３件、３年総額 60百万円
   ※ H24年度～27年度に採択（原則３年実施）

Ａ Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

２ 研究費の確保と研究体制の整備 Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ

24年度

科学研究費助成事業の応募説明会を開催するとと
もに、学内向けホームページにおいて申請書作成
の注意点等を掲載・周知した。また、科学研究費
助成事業の獲得強化に向け、本学名誉教授等によ
る「科研費申請書アドバイス事業」を実施した。
これにより、第１期中期目標期間と比較して、第
２期中期目標期間の採択率が4.5ポイント上昇し
た。

【科学研究費助成事業採択率】
  第１期中期目標期間平均(H18～H23) …15.2％
  第２期中期目標期間平均(H24～H29) …19.7％

Ａ

評　価法人による
自己評価

Ａ
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④流動研究員や競争的研究資金による研究
員等の採用に努め、研究推進体制を整備
する。また、学生や研究員等を研究プロ
ジェクトに参加させ、実践的教育研究の
推進に結びつける。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①産学官連携コーディネート機能の強化
ア　「地域連携・研究推進センター」を
　中心とする産学官連携コーディネート
　機能を強化するため、研修実施や外部
　との交流促進によりコーディネーター
　の連携やスキルアップを図る。

○

イ　「秋田産学官ネットワーク」に積極
　的に参加するとともに、研究会活動や
　「産学連携コーディネーター会議」等
　への参加を通じて、研究シーズを周知
　し、企業等のニーズを把握する。

○秋田産学官ネットワーク運営委員会の委員とし
て、ネットワーク運営に参画した。また、企業等
のニーズを把握するため同ネットワーク主催の
「産学官交流プラザ」や「産学官連携フォーラ
ム」に参加し、県内企業等と交流を図った。

（１）産業振興への寄与

（中期目標期間における実績）

特許庁主催の知的財産関連の説明会や産学官連携
に関する研修会等に教職員及びコーディネーター
を派遣し、スキルアップを図った。また、秋田産
学官ネットワーク主催の「産学連携コーディネー
ター会議」への参加等を通じ、県内各機関のコー
ディネーターとの情報共有を図った。

Ａ

　受託研究及び共同研究受入件数の実績が順調に増加
していることに加え、全ての年度において数値目標が
達成されたことが高く評価され、中期目標に係る業務
を順調に実施していると認められる。

産学官連携のコーディネート機能を強化し、
産学官連携の効果的な推進を図り、県内産業
の競争力を高める。

Ａ Ａ

ＡＡ

Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

ＡＡ

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度

１ 県内産業の競争力強化に向けた支援

法人による
自己評価 評　価

研究推進体制整備のため、特任助教（プロジェク
ト研究員）等を毎年度受け入れた。また、学生を
ＲＡとして研究プロジェクトに参加させ、高度な
研究に触れる機会を提供するなど、実践的教育研
究を推進した。

【特任助教(流動研究員)及びＲＡ配置の推移】
 　　H24　流動研究員 10人、ＲＡ21人
 　　H25　特任助教　 ７人、ＲＡ18人
 　　H26　特任助教　 10人、ＲＡ17人
 　　H27　特任助教　 10人、ＲＡ15人
 　　H28　特任助教　 11人、ＲＡ14人
 　　H29　特任助教　 14人、ＲＡ11人

Ａ

法人による
自己評価

Ａ

Ａ Ａ

Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ

Ａ

24年度

Ａ

Ａ

評　価

Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置
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②県内企業等との交流を促進し、新技術の
開発や課題解決を目的とした受託研究、
共同研究、技術相談等を推進する。ま
た、研究成果の実用化、新事業創出を支
援する。

○

③県内の高等教育機関及び公設試験研究機
関との共同研究や研究成果発表会等、連
携事業を推進する。

○

☆数値目標
・受託研究及び共同研究受入件数：年間
100件以上

☆

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①研修会、セミナー等を通じて知的財産の
創造意欲の啓発や知的人材の育成を図
る。

○

②知的財産ポリシーに基づき、知的財産の
保護・管理に努め、実施許諾や譲渡によ
る技術移転を推進する。

○

中　期　目　標　の　項　目

Ａ
　技術移転件数について、目標を上回る実績を上げて
いることが評価され、中期目標に係る業務を順調に実
施していると認められる。

Ａ

（中期目標期間における実績）

事業化に直結する創造的な共同研究を推進
し、県内企業への技術移転を促進する。

教職員やコーディネーターを特許庁主催の知的財
産関連の説明会に派遣したほか、知的財産関連の
検定試験の受験などを通じて人材の育成を行っ
た。

毎年度約10件の特許等の出願を行い、中期目標期
間中に計43件の特許等が登録された。また、知財
委員会を毎月開催し、実施許諾や譲渡による技術
移転の推進に取り組んだ。

（２）知的財産の創造と活用 Ａ

中　期　計　画　の　項　目

Ａ

秋田銀行の行員に「客員産学コーディネーター」
を委嘱し、企業への研究内容の紹介等の活動に協
力を得ながら、技術相談、共同研究、受託研究に
取組み、技術相談については毎年度概ね100件以上
に対応した。

ＡＡ

中期目標期間の全ての年度において、数値目標を
達成した。

【受託研究及び共同研究受入件数】
　H24　120件（受託研究66件、共同研究54件)
　H25　115件（受託研究59件、共同研究56件)
　H26　111件（受託研究56件、共同研究55件)
　H27　123件（受託研究61件、共同研究62件)
　H28　144件（受託研究62件、共同研究82件)
　H29　145件（受託研究60件、共同研究85件)

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

「秋田県立大学・県農林水産関係公設試験場・県
総合食品研究センター研究推進協議会」におい
て、共同研究の推進や情報交換の実施など緊密な
連携を行ったほか、協議会主催の「研究機関等連
携推進フォーラム」を開催した。また、県、県内
経済団体、秋田大学等との共催により「あきた産
学官連携フォーラム」を開催したほか、あきた産
学官共同研究拠点センター・ＪＳＴ新技術説明会
において研究成果発表を行った。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

法人による
自己評価 評　価

中期目標期間中の評価の経年変化

中期目標期間における業績

Ａ Ａ
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☆数値目標
・技術移転件数：年間２件以上

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①都市エリア事業等の研究成果を基盤に、
県、地元自治体及び財団法人秋田県木材
加工推進機構等関係団体との連携強化を
図りながら、秋田スギ材の新用途の開
発、強度等性能保証製材品生産技術の開
発、森林資源活用技術の開発・高機能性
材料の開発など、本県木材産業界の競争
力強化のための研究及び産業支援に取り
組む。また、企業訪問、技術相談、依頼
試験、人材育成など、多様な支援を行
う。

○

②県、地元自治体等の各種委員会への参
加、独自の公開講座・基礎講座の開設、
研究成果発表会の開催、高大連携による
高校生インターンシップの受入れなど、
地域貢献を積極的に推進する。

○

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

木材・木質材料の研究機関として、森林資源
の有効利用技術を開発するとともに、試験研
究機関的機能を発揮し、本県木材産業のより
一層の振興に貢献する。

木材高度加工研究所と（公財）秋田県木材加工推
進機構との「連絡調整会議」を毎月開催し、地元
自治体との情報交換や事業連絡のほか、業界にお
ける課題や今後の展望等について意見交換を行っ
た。また、毎年度100～200件程度の技術相談や、
40～60件程度の依頼試験に応じた。

（３）木材高度加工研究所 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

中期目標期間のすべての年度において、数値目標
を達成した。

【技術移転件数】
　H24　４件(うち県内１件、県外３件）
　H25　５件(うち県内２件、県外３件）
　H26　７件(うち県内３件、県外４件）
　H27　４件(うち県内０件、県外４件）
　H28　３件(うち県内１件、県外２件）
　H29　２件(うち県内０件、県外２件）

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。（中期目標期間における実績）

ＡＡ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化 法人による

自己評価 評　価

能代市の「能代市林業木材産業振興検討委員会委
員」や県の「秋田県政策評価委員会研究評価専門
委員会専門委員」など、研究所教員が自治体から
委員の委嘱を受け、専門的立場からの助言を行っ
た。また、公開講座や施設見学、高大接続事業に
おける模擬実験等を毎年度実施した。
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①研究や講義のサポート、研修の実施、教
員の外部資金応募への協力などを通じ
て、本学のバイオテクノロジー研究及び
教育の高度化と研究活動の活性化を促進
する。

○

②県、自治体、企業及び大学等研究機関か
らの受託解析や技術相談・研究相談に応
じるとともに、本県におけるバイオテク
ノロジー研究の拠点として、新技術の開
発、共同研究の発掘に努める。

○

③優秀な教員や学生の獲得、分析需要の拡
大のため、積極的に広報活動を行う。ま
た、小・中・高校生の施設見学や中・高
等学校教員のリカレント教育の実施に協
力する。

○

（中期目標期間における実績）

教員や学生の研究を支援し、研究の高度化を
図るとともに、地域社会に開かれたセンター
として、受託解析や技術相談等を行う。

受託解析等を通じて授業、学生研究、教員研究に
対する支援を行い、本学のバイオテクノロジー研
究の高度化と研究の活性化に貢献した。

【センターを活用した研究論文・学会発表】
　　H24　研究論文10報、学会発表37件
　　H25　研究論文12報、学会発表54件
　　H26　研究論文12報、学会発表55件
　　H27　研究論文15報、学会発表55件
　　H28　研究論文18報、学会発表33件
　　H29　研究論文15報、学会発表81件

学外フォーラムへの出展など、センターの活動を
積極的に広報したほか、学内教員との共同研究を
行う学外研究者については、一定の条件のもとで
利用料負担を軽減して分析を引き受け、分析需要
の拡大を図った。また、県内高等学校教員や高校
生を招き、施設見学会を実施したほか、ＳＳＨ指
定校への研究指導協力を行った。

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

（４）バイオテクノロジーセンター Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

県、自治体、大学、研究機関、民間企業からの多
数の受託解析等の依頼に応じており、本県のバイ
オテクノロジー研究の拠点として積極的に活動し
た。

【技術・研究相談の受入先数】
　　H24　９大学、11研究機関、民間企業13社
　　H25　８大学、10研究機関、民間企業15社
　　H26　17大学、15研究機関、民間企業18社
　　H27　13大学、14研究機関、民間企業20社
　　H28　22大学、16研究機関、民間企業21社
　　H29　11大学、16研究機関、民間企業26社

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

法人による
自己評価 評　価

Ａ Ａ

24年度
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①連携協定を締結した県内自治体の政策課
題への協力や企業等からの依頼による技
術指導や研修等を通じて、本県の地域振
興・地域活性化に向けた諸活動を積極的
に支援する。

○

②学外開放の研究スペースを設置し、技術
相談や情報提供などに柔軟に対応する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①県教育委員会等が主催する出張講義や模
擬実験等の高大連携事業に積極的に協力
するとともに、独自に高等学校との連携
を推進し、理数教育への支援や教員の人
事交流を実施する。

○

②小・中学校における理科教育事業や教員
の指導力向上のための研修会等に講師を
派遣する。

○

　高等学校をはじめとする学校教育への多様な支援が
行われており、中期目標に係る業務を順調に実施して
いると認められる。

県内の小・中・高等学校と連携し、出張講義
や科学教室等により、学校の教育活動を積極
的に支援する。

Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化

小・中学校教員の指導力向上への支援として「理
科実技研修会」に本学教員を派遣した。また、
小・中学校への理科教育の充実に向け、本学創造
工房委員会が「理科実験教室」等のイベントを実
施した。

評　価

（１）自治体、企業等との連携推進 Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目
24年度

（２）学校教育への支援 Ａ Ａ Ａ

中　期　計　画　の　項　目

　技術相談件数が増加傾向にあることに加え、県内自
治体等との連携協定の締結などにより、自治体、企業
等との連携推進が図られたことが評価され、中期目標
に係る業務を順調に実施していると認められる。

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ

（中期目標期間における実績）

県内の自治体や企業等との連携を推進し、大
学の知的人的資源を活用することにより、自
治体の課題解決や企業等の技術指導等を行
う。

地域連携・研究推進センターのコーディネーター
や教員等が面談や現地訪問を行い、毎年度100～
200件程度の技術相談等に応じた。また、県内自治
体等との連携協定を締結し、八郎湖水質改善、松
くい虫被害対策、菜の花循環型社会の形成などの
官民一体の活動では、本学教員が継続して主導的
な役割を果たした。

Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度

２ 地域支援

24年度

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ

法人による
自己評価

ＡＡ

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 評　価

ＡＡ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ

Ａ Ａ

評　価法人による
自己評価

本荘・秋田両キャンパスに「秋田県立大学オープ
ンラボ」を設け、本学教員と共同研究等を行う学
外研究者等の使用を可能とした。また、秋田キャ
ンパス地域連携・研究推進センター棟の技術相談
室等を活用し、技術相談や情報提供を積極的に実
施した。

Ａ

県教育委員会や県内高等学校からの依頼を受け、
授業や模擬実験に協力したほか、高等学校教員と
の理数科合同研修の実施や高校生未来創造支援事
業「将来設計ガイダンス」への協力など、高等学
校教育への多様な支援を行った。

Ａ

（中期目標期間における実績）

Ａ Ａ

法人による
自己評価

Ａ Ａ
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①県民の学習意欲や知的好奇心に応え、本
学の教育研究活動とその成果を分かりや
すく発信するため、公開講座、公開講演
会、シンポジウム等を開催する。

○

②図書館、講堂、屋外運動施設など、大学
施設の利用方法を改善し、学生教育に支
障がない限り県民に開放する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①海外大学との大学間協定及び部局間協定
に基づき、学術交流や共同研究を推進す
る。

○

②国際シンポジウム、ワークショップ等を
開催し、本学の研究成果を積極的に世界
に発信する。

○

ＡＡ Ａ

（中期目標期間における実績）

特色ある優れた研究成果の発信により、海外
の大学との連携を進め、研究者の交流と共同
研究を推進する。

25年度にサバティカル研修制度を導入した。制度
を利用して29年度までに６人の教員が海外に渡航
し、海外大学の研究者との学術交流及び共同研究
等の活性化を図った。

【サバティカル研修制度の利用者数】
 　H25　准教授１人
 　H27　准教授１人
 　H28　准教授２人、助教　１人
 　H29　教授　１人

順天大学校（韓国）との合同国際シンポジウム
や、ゲルフ大学（カナダ）の教員を招聘した公開
シンポジウム等を開催し、本学の研究成果を世界
に発信した。また、海外連携大学との国際交流プ
ログラムを通じて、相互の大学における研究成果
等について情報交換を行った。

（１）研究者の交流と共同研究の推進 Ａ

中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ Ａ Ａ

24年度
中　期　目　標　の　項　目

Ａ

Ａ
　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

ＡＡ ＡＡ

法人による
自己評価 評　価

Ａ

図書館を学外者に解放したほか、講堂や屋外運動
施設についても、学生教育に支障が出ない範囲で
貸し出しを行った。

１ 国際交流の推進

Ａ Ａ Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価

Ａ

（３）生涯学習への支援 Ａ Ａ Ａ Ａ

ＡＡ

（中期目標期間における実績）

県民の要望を的確に把握し、公開講座等を実
施する。また、大学の保有する施設を積極的
に開放する。

著名な講師を招いた公開講演会を毎年度開催した
ほか、県内自治体等と連携し、県内各地で公開講
座を毎年度２回開催した。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度
評価結果の説明及び特筆すべき事項等

24年度

Ａ

評　価

Ａ

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。公開講演会等については、県民に対するＰＲの
充実が望まれる。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ

法人による
自己評価 評　価

Ａ

Ａ

Ⅳ 交流・連携に関する目標を達成するための措置

Ａ
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①海外研修事業や支援制度を充実し、留学
先大学の状況など、情報提供体制、相談
体制及び実施体制を整備することによ
り、海外留学・海外インターンシップを
促進する。

○

②外国人留学生が学びやすい環境を整備す
るとともに、本学学生の語学力の向上を
図るため、英語等外国語による学位取得
コースを設定する。あわせて、学生の相
互交流を促進し、支援することにより、
国際感覚を備えた人材を育成する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①「大学コンソーシアムあきた」が主催す
る連携公開講座や高大連携授業などの共
同事業に積極的に参加する。

○

②秋田大学、国際教養大学との連携協定に
基づき、市民講演会などの連携事業や人
事交流を継続するとともに、県内高等教
育機関と広く連携し、地域課題に関する
共同研究などに取り組む。

○

③連携協定を締結する県外大学等との教育
研究活動や地域貢献における連携事業を
推進する。

○

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

中期目標期間中の評価の経年変化

本学学生と海外の大学の学生との交流を促進
し、教育研究活動の向上と活発化を図り、国
際感覚を備えた人材を育成する。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

法人による
自己評価

国際交流室を新設し、専門職員２名を配置するこ
とで国際交流に係る支援体制を整えた。また、国
際交流プログラムや海外語学研修プログラムを拡
充し、学生の国際交流を促進した。

Ａ Ａ Ａ
　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。（中期目標期間における実績）

外国人留学生を対象とした日本語教育プログラム
の実施や、国際交流室の専門職員による学修・生
活相談の実施など、外国人留学生の受入環境を整
えた。
大学院における英語等外国語による授業について
は、留学生の出身国に偏りがあること、また、日
本人大学院学生のニーズ等を踏まえ、国際交流プ
ログラムや海外語学研修プログラムを充実し、学
生の語学力向上を図るための取組を強化した。

Ａ（２）国際感覚を備えた人材の育成

スーパー連携大学院コンソーシアムに参画し、地
域フォーラムなどのイベント開催等を通じてイノ
ベーション創出型人材育成と地域活性化に取り組
んだ。

県内外の高等教育機関等との交流・連携を推進
し、教育研究機能の強化を図る。

大学コンソーシアムあきたが主催する高大連携授
業において、毎年度10～20科目程度の授業を本学
教員が担当した。また、単位互換授業として、各
期約200科目を本学から提供した。

秋田大学、国際教養大学、秋田公立美術大学と４
大学連携協定を締結し、連携シンポジウム等を毎
年度開催したほか、秋田県と連携４大学が「学生
地域活動推進協議会」を組織し、地域貢献活動を
行おうとする学生グループの支援を行った。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ Ａ Ａ ＡＡ

Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度

２ 他大学等との交流・連携の推進

Ａ

法人による
自己評価 評　価

24年度

ＡＡ

評　価Ⅳ 交流・連携に関する目標を達成するための措置

Ａ Ａ
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①学内外から広く意見を聴取し、理事長及
び役員会のリーダーシップと機動力の発
揮に努め、迅速で透明性の高い意思決定
を行う。また、各キャンパス及び研究所
の意思疎通の向上と交流の促進を図る。

○

②運営の効率化と円滑化を図るため、役員
会や業務本部制の在り方を見直すととも
に、業務の多様化、複雑化に対応して事
務局組織や委員会等を柔軟に編成する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①中・長期的な管理運営方針を策定する。 ○

②中期計画の実現に向けた到達目標を定
め、その具体的達成手順となる行動計画
を作成し、実行する。

○

③中期計画の達成度評価、自己点検・評
価、秋田県地方独立行政法人評価委員会
評価及び認証評価機関評価等（以下「第
三者評価等」という。）の結果を踏まえ
て改善実施に迅速に取り組むため、必要
な人員配置や予算配分の見直し、組織改
革などを行う。

○

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

中　期　目　標　の　項　目

（２）運営の高度化 Ａ

第三者評価等の結果を踏まえ、予算編成等に当
たっては限られた学内資源を適正に配分・執行し
た。評価結果は各本部長が責任者となり学内へ速
やかに周知し、全学で情報を共有した。
また、将来構想委員会を新設し、自発的に本学教
育組織の現状認識及び改善に取り組み、これに基
づきシステム科学技術学部の学科再編を行うな
ど、組織改革を行った。

（中期目標期間における実績）

中期目標・中期計画の達成状況の適切な進行
管理を行い、業務内容や組織運営の持続的な
改善により、大学運営の更なる高度化を図
る。

大学の意思決定方法等について定める「管理運営
方針」を26年度に策定し、これに基づき大学運営
を行った。

理事長及び役員会のリーダーシップの下、機
動的な組織運営に努め、組織体制について検
討を行う。

中　期　計　画　の　項　目 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

（中期目標期間における実績）

Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ ＡＡ

役員会を毎週開催し迅速な意思決定を行ったほ
か、部局長会議やキャンパス懇談会を毎月開催
し、各部局・キャンパスから意見を聴取する機会
を設け、大学構成員の意見を踏まえた透明性の高
い意思決定を行った。

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

Ａ

法人による
自己評価 評　価

１ 業務運営の改善及び効率化

（１）運営体制の強化

Ａ Ａ

評　価
中期目標期間中の評価の経年変化

Ⅴ 大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

入試データや教学関連の情報・データの分析を行
うことを目的に、24年度に教育企画室を設置した
ほか、国際交流活動の充実を図るため、25年度に
国際交流室を設置するなど、業務の多様化、複雑
化に対応した組織編制を行った。

Ａ

法人による
自己評価24年度

Ａ

評　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ Ａ Ａ

法人による
自己評価

24年度に第２期中期目標・計画期間の行動計画
（アクションプラン）を策定し、中期目標・中期
計画の達成に向けた諸施策を実施した。
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④コンプライアンス及び不正防止を目的に
内部監査を徹底し、監事及び会計監査人
との連携により、業務の有効性・信頼性
の向上に努める。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①教職員の業績や活動を多面的に評価する
評価制度と任期制及び年俸制の一体的運
用により組織の活性化を図る。

○

②サバティカル制度の導入や国内外の教育
研究機関への留学等長期研修制度の活用
を促進し、教員の資質向上と組織の能力
向上を図る。

○

③事務職員の意欲・資質向上により、業務
の高度化・複雑化に対応するため、ＳＤ
（スタッフ・ディベロップメント）の活
動を積極的に実施する。また、他大学等
学外機関への研修派遣や人事交流を促進
するとともに、大学院への修学など職員
の自己啓発について、積極的に奨励・支
援する。

○

④女性教員及び外国人教員の雇用を拡大す
る。

○

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

事務職員の育成方針を定め、職員の資質向上を図
るために職場外研修への派遣や職場内研修の実施
など積極的なＳＤ活動を実施した。また、文部科
学省への研修派遣（１人）や、秋田大学との人事
交流（２人）を実施した。

（３）人事制度の適正な運用による組織の活性化

多面的な評価を通して最適な人事管理を実現
するとともに、組織的な教職員の能力開発に
より、優秀な教職員を確保・養成し、組織を
活性化する。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

25年度に導入した新評価制度に基づき教員評価を
実施し、評価結果を契約更新や次期の年俸に反映
させるとともに、評価結果については各部局の評
価者を通じて本人へのフィードバックを行った。

Ａ Ａ

24年度から29年度にかけて、女性教員10人、外国
人教員４人を採用した。
なお、女性教員の雇用拡大については、女性活躍
推進行動計画を策定し、本学における女性教員へ
の支援を明確化したほか、公募の際の募集要項に
も男女共同参画の推進及び女性教員の積極的な応
募を歓迎する旨を記載した。

内部監査を毎年度実施し、監査結果について監事
及び会計監査人と共有した。また、監事による業
務監査、会計監査人による会計監査結果は、大学
役員との協議の場で確認した。

中　期　目　標　の　項　目

（中期目標期間における実績）

25年度にサバティカル研修制度を導入した。制度
を利用して29年度までに６人の教員が海外に渡航
し、研究能力・資質等の向上を図った。

【サバティカル研修制度の利用者数】
 　H25　准教授１人
 　H27　准教授１人
 　H28　准教授２人、助教　１人
 　H29　教授　１人

ＡＡ Ａ Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化

24年度
中　期　計　画　の　項　目

Ａ Ａ

法人による
自己評価 評　価
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①科学研究費補助金等競争的研究資金、共
同研究費及び受託研究費など、外部資金
の獲得強化により、自己財源の安定的確
保を図る。

○

②知的財産の適正な管理と積極的な公表を
行い、企業等への技術移転を積極的に進
め、特許実施許諾料等自己収入の増加に
努める。

○

（中期目標期間における実績）

経営の安定化を図るため、外部資金の獲得の
強化など、法人の創意工夫により、自己財源
を確保し、財政基盤の強化に努める。

外部資金の獲得額は、25年度以降概ね増加傾向に
あり、特に25年度から28年度の獲得額が500百万円
を超えるなど大きな成果を得た。
これにより、第２期中期目標期間における外部資
金の獲得総額は3,024百万円となり、第１期中期目
標期間と比較し259百万円（＋9.4％）増加した。

【第２期中期目標期間の外部資金獲得額】
　　H24　437百万円　　H27　525百万円
　　H25　526百万円　　H28　556百万円
　　H26　546百万円　　H29　431百万円

【中期目標期間総額】
　　第１期中期目標期間　2,764百万円
　　第２期中期目標期間　3,024百万円

（１）自己財源の確保 Ａ Ａ Ａ

本学コーディネーターが中心となり、保有する知
的財産の企業等への技術移転を進めた結果、第２
期中期目標期間における特許実施許諾料収入の総
額は15,871千円となり、第１期中期目標期間と比
較して10,791千円（＋212.4％）増加した。

【第２期中期目標期間の特許実施許諾料収入】
　　H24　1,061千円  　H27　1,909千円
　　H25　4,401千円    H28　2,539千円
　　H26　4,089千円  　H29　1,872千円

【中期目標期間総額】
　　第１期中期目標期間　  5,080千円
　　第２期中期目標期間　 15,871千円

Ｂ Ａ Ａ ＡＡ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度
Ⅴ 大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

ＡＡ Ａ Ａ

評　価

評　価

ＡＡ２ 財務内容の改善 Ａ Ａ

　外部資金の獲得に積極的に取り組んだ結果、獲得額
は概ね増加傾向で推移し、第１期中期目標期間を上回
る結果となったことは評価され、中期目標に係る業務
を順調に実施していると認められる。

法人による
自己評価
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①中・長期的な財政計画を策定し、教育研
究を十全に遂行するとともに、新たな
ニーズや事業に即応できる柔軟かつ機動
的な財政運営を行う。

○

②コスト意識をもって業務の内容や処理方
法を見直し、費用対効果の検証により、
経費節減を徹底する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①加盟する認証評価機関の定める大学基準
に基づき、毎年自己点検・評価を実施す
る。その中で、課題の改善状況と第三者
評価等の結果に対する改善状況を明らか
にするとともに、中期計画の目標達成度
について自己評価を行う。

○

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

大学の教育、研究及び組織運営に係る自己点
検・評価を定期的に実施するとともに、秋田
県地方独立行政法人評価委員会及び認証評価
機関による評価を踏まえ、これらの結果を改
善に反映させる。

認証評価機関による認証評価、秋田県地方独立行
政法人評価委員会による法人評価、学外有識者に
よる外部評価を受けるにあたり、毎年度自己点
検・評価を実施した。
また、22年度の認証評価で得られた課題につい
て、26年度に改善状況をとりまとめ、認証評価機
関に報告したほか、28年度の認証評価で得られた
課題については、29年度に自己評価委員会におい
て改善計画を作成し、改善に向けた取組を次期中
期計画に位置付けた。

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

Ａ

（中期目標期間における実績）

Ａ Ａ ＡＡ Ａ（１）自己点検・評価及び自己改革の実施

毎月の電気・ガス使用量をキャンパス懇談会等で
確認するなど、部局レベルの省エネルギー意識の
向上に努めたほか、ＬＥＤ照明設備への更新を進
め、光熱費の節減を図った。また、事業のスク
ラップアンドビルドによる教育研究費の配分や、
事務経費の節減に努め、運営費交付金の削減によ
る支出予算の減少に対応した。

【運営費交付金財源の支出予算･決算額推移】
          ＜予算＞　　 　＜決算＞
　　H24　1,858百万円　　1,753百万円
　　H25　1,835百万円　　1,793百万円
　　H26　1,823百万円　　1,795百万円
　　H27　1,817百万円　　1,776百万円
　　H28　1,795百万円　　1,774百万円
　　H29　1,773百万円    1,742百万円
　   ※ いずれも人件費を除く。

評　価

Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ

24年度

法人による
自己評価

Ａ Ａ

Ａ

（中期目標期間における実績）

地域に支えられた大学であることを踏まえ、
徹底した業務の合理化により、経費の節減を
図る。

Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ

24年度

Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

24年度

中期目標期間中の評価の経年変化
評　価

26年度に「中・長期財政計画」を策定し、本学の
施策・事業の優先順位の判断指針として位置付け
た。これに基づき、毎年度の予算編成においては
継続事業の予算削減を前提とした検討を進めるな
ど、新たなニーズ等に対応するための財政運営を
行った。

Ａ Ａ

法人による
自己評価

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等法人による
自己評価 評　価

Ａ Ａ

Ⅴ 大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

３ 自己点検・評価等の実施及び教育情報等の公表

（２）経費の節減 Ａ
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②自己点検・評価の結果を踏まえて自己改
革・自己改善に全学で取り組む態勢を整
備し、本学の内部質保証システムを構築
する。

○

③研究活動に関して専門分野別に外部評価
委員を委嘱し、ピア・レビューによる外
部評価制度を導入する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①自己点検・評価及び第三者評価等の結
果、大学経営の状況、教育研究活動の状
況・成果などを、ホームページや大学案
内誌、研究成果報告書等出版物により積
極的に公表する。

○

②マスメディアへの情報提供・情報発信を
積極的に行う。また、研究成果発表会や
産学官連携フォーラム・イベントなど、
多様な機会を活用して大学の活動状況を
周知する。

○

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。（中期目標期間における実績）

Ａ Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目

Ａ

中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

25年度から28年度にかけて、両学部の全学科、総
合科学教育研究センター、木材高度加工研究所に
おいてピア・レビューによる外部評価を実施し
た。

（２）教育情報等の公表 Ａ Ａ

教育研究活動の状況や自己点検・評価及び認
証評価機関による評価の結果など、法人及び
大学に係る情報を分かりやすく積極的に発信
する。

Ａ Ａ

自己点検・評価及び第三者評価等の結果や、会計
財務諸表など大学経営の状況はすべて本学ホーム
ページで公表した。また、大学広報誌「イス
ナ」、本学ホームページやツイッター、秋田県立
大学ウェブジャーナルを介して本学の教育研究や
地域貢献活動の成果を積極的に公表した。

秋田県政記者会への積極的な情報提供を継続した
ほか、公開講演会等の本学イベントにおいて広報
誌を配布するなど、学外への情報発信を行った。

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

法人による
自己評価 評　価

自己評価委員会の体制を見直し、同委員会の下に
新たな専門委員会として内部質保証ワーキンググ
ループを設置するなど、各種自己点検・評価の結
果を踏まえた自己改革・自己改善への取り組みを
強化した。
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①安全衛生マニュアルに基づく安全教育の
徹底やリスク管理、防災意識の向上を図
り、事故防止に努める。万一、事故が発
生した場合に迅速で的確な対応ができる
よう、定期的な研修や訓練を実施する。

○

②法令や各種ガイドラインを遵守し、施設
や設備機器の保守管理と安全点検を実施
する。

○

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

■ ①施設及び機器の整備・更新計画に基づ
き、教育研究施設の改修と設備機器の更
新を行う。また、研究プロジェクトの進
捗状況や新たな研究分野・領域への取組
に対応した整備を進める。

○

②学生や教職員の意見を反映して、良好な
キャンパス環境の整備に努める。

○

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。（中期目標期間における実績）

施設設備の適切な維持管理と整備に努め、良
好な教育研究環境を確保する。

施設・設備については、老朽化等の状況を見極め
ながら整備・更新計画を毎年度見直し、計画的に
建物外壁や空調設備、受変電設備等の更新を実施
した。また、研究機器については、経過年数、使
用頻度、使用目的など総合的見地から優先順位を
判断のうえ、整備を実施した。

学長と学生の懇談会を両学部でそれぞれ年２回開
催するなど、学生からの要望・提案を聴取する機
会を設け、学修環境の向上のため図書館内のWi-Fi
受信エリアの拡大等、必要に応じて改善策を講じ
た。

（２）教育研究環境の整備 Ａ Ａ ＡＡ Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目
中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

（中期目標期間における実績）

安全管理及び危機管理に関する体制を強化
し、より安全なキャンパス環境を確立する。

安全衛生委員会を毎月開催したほか、安全衛生意
識の高揚を図るため、高圧ガス保安講習会、普通
救命講習会、生活習慣病予防講習会、消防避難訓
練などを実施した。また、安全衛生委員会が環境
改善及び安全管理のため、キャンパスパトロール
を実施した。

法人による
自己評価 評　価

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認めら
れる。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

中　期　目　標　の　項　目 中　期　計　画　の　項　目

（１）安全管理体制の強化 Ａ Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ Ａ Ａ

Ⅴ 大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

４ その他業務運営に関する重要事項

評　価
中期目標期間中の評価の経年変化 法人による

自己評価24年度

Ａ ＡＡＡ

法人による
自己評価 評　価

施設・設備機器について、定期的に業者委託によ
る保守点検又は責任者による自主点検を実施し
た。また、学生・教職員を対象とした情報セキュ
リティ講演会の実施や、他大学で発生したセキュ
リティインシデントを学内向けホームページで公
開するなど、教職員のセキュリティに対する危機
意識の啓発を図った。

Ａ
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26年度 27年度 28年度 29年度

平成24年度～平成29年度 平成24年度～平成29年度

（単位：百万円）

 運営費交付金  運営費交付金

 施設整備費補助金  施設整備費補助金

 諸補助金  木材高度加工研究所施設整備費補助金

 自己収入  諸補助金

 　授業料等収入  自己収入

 　その他収入  　授業料等収入

 受託研究等収入  　その他収入

 寄附金収入  受託研究等収入

 目的積立金取崩  寄附金収入

 前中期目標期間繰越積立金

 業務費  目的積立金取崩

  教育研究経費

  一般管理費  業務費

 施設整備費   教育研究経費

 受託研究等経費   一般管理費

 寄附金事業費  施設整備費

 人件費  受託研究等経費

 寄附金事業費

 人件費

※

317

623

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

法人による
自己評価 評  価

24年度 25年度

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ ＡＡＡ

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ ＡＡ Ａ

（単位：百万円）

区　　　　　　　分 金　額 区　　　　　　分

１ 予算

金　額

１ 予算

収

入

22,433

8,069

6,820

7,057

299 1,728

105

1,5771,203

8,635

2,469

収

入 1,42099

183

22,334

431

0

862

計 32,211

  計 36,537

1,249

99

188

18,789

17,897

支

出

13,414

299

2,351

1,373

計 35,225

【人件費の見積り】
期間中総額18,789百万円を支出する。
なお、人件費は、役員報酬並びに教職員年俸、
法定福利費及び退職手当に係るものである。

支

出

11,819

2,754

1,203

期間中総額17,897百万円を支出した。上記の額は、
役員報酬並びに教職員年俸、法定福利費及び退職手
当に係るものである。

9,064

10,944

計 32,211

金額は、百万円未満を切り捨てて表示しているため
合計は必ずしも一致しない。（「２収支計画」及び
「３資金計画」も同様。）
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平成24年度～平成29年度 平成24年度～平成29年度

　費用の部 　費用の部

　　経常費用 　　経常費用

　　　業務費 　　　業務費

　　　　教育研究経費 　　　　教育研究経費

　　　　受託研究等経費 　　　　受託研究等経費

　　　　人件費 　　　　人件費

　　  一般管理費 　　  一般管理費

　　  その他費用 　　  その他費用

　　  減価償却費 　　  減価償却費

 　 臨時損失  　 臨時損失

　収益の部 　収益の部

　　経常収益 　　経常収益

　　　運営費交付金収益 　　　運営費交付金収益

　　　授業料等収益 　　　授業料等収益

　　　受託研究等収益 　　　受託研究等収益

　　　寄附金収益 　　　寄附金収益

　　　補助金等収益 　　　補助金等収益

　　　その他収益 　　　その他収益

　　　資産見返負債戻入 　　　資産見返負債戻入

　　臨時利益 　　臨時利益

　純利益 　純利益

　総利益 前中期目標期間繰越積立金取崩額

目的積立金取崩額

　総利益

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

２ 収支計画 ２ 収支計画

（単位：百万円） （単位：百万円）

区　　　　　　　分 金　額 区　　　　　　　分 金　額

35,351 35,815

35,351 35,585

27,891 27,533

7,898 8,415

1,203 1,157

18,789 17,960

2,574 3,528

6 10

4,878 4,513

0 229

35,351 36,681

35,351 36,489

22,433 22,334

5,380 6,119

1,203 1,377

99 174

105 430

1,249 1,785

4,878 4,267

0 192

0 865

0

1,309

79

363
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平成24年度～平成29年度 平成24年度～平成29年度

（単位：百万円） （単位：百万円）

　資金支出 　資金支出

　　業務活動による支出 　　業務活動による支出

　　投資活動による支出 　　投資活動による支出

　　財務活動による支出 　　財務活動による支出

　　次期中期目標期間への繰越金 　　次期中期目標期間への繰越金

　資金収入 　資金収入

　　業務活動による収入 　　業務活動による収入

　　　運営費交付金による収入 　　　運営費交付金による収入

 　　 授業料等による収入 　　　授業料等による収入

　　　受託研究等による収入 　　　受託研究等による収入

　　　寄附金による収入 　　　寄附金による収入

　　　補助金等による収入 105 　　　補助金等による収入

　　　その他の収入 　　　その他の収入

　　投資活動による収入 　　投資活動による収入

　　　施設費による収入 　　　施設費による収入

　　　その他の収入 　　　その他の収入

　　財務活動による収入 0 　　財務活動による収入

　　前中期目標期間よりの繰越金 　　前中期目標期間よりの繰越金

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

３ 資金計画 ３ 資金計画

区　　　　分 金　額 区　　　　分 金　額

32,211 35,409

30,352 31,001

1,739 3,272

120 155

0 980

32,211 35,409

31,900 32,768

22,433 22,334

6,820 6,818

1,203 1,390

99 183

434

1,237 1,606

311 2,090

299 2,081

12 9

0

0 550
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26年度 27年度 28年度 29年度

26年度 27年度 28年度 29年度

○

運営費交付金等の受入れ遅延等に対応するた
め、短期借入金の限度額を４億５千万円（予算
収入総額の１か月相当額）とする。

Ⅷ 重要な財産の譲渡等に関する計画

Ⅶ 短期借入金の限度額

24年度 25年度

中期目標期間中の評価の経年変化

－ － － －

法人による
自己評価 評  価

24年度 25年度

－ -

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

－ －

－ －

○実績なし

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価 評  価

－ -

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

－ － － －

なし なし
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26年度 27年度 28年度 29年度

26年度 27年度 28年度 29年度

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

○中期目標・中期計画を達成するために必要とな
る施設・設備の整備や老朽度合を勘案した施
設・設備の改修を行う。

Ⅸ 剰余金の使途

Ⅹ 地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画

評  価
24年度 25年度

法人による
自己評価

中期目標期間中の評価の経年変化

Ａ Ａ Ａ

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

－

剰余金は、教育研究の質の向上、組織運営及び
施設設備の改善を図るための経費に充てる。

○

Ａ－ Ａ Ａ

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価 評  価

24年度

Ａ

25年度

Ａ Ａ Ａ ＡＡ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ

Ａ

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

剰余金のうち経営努力認定を受けた目的積立金につ
いては、使途計画を作成し、老朽化した施設･設備
及び教育研究機器の更新、重点プロジェクト研究の
ための経費に充てている。

【目的積立金による施設・設備、機器整備等】
　H26  計25件、総額145百万円
　　 （内訳：施設･設備12件、機器７件、重点研究６件）
　H27  計40件、総額178百万円
　   （内訳：施設･設備22件、機器12件、重点研究６件）
　H28  計38件、総額189百万円
　   （内訳：施設･設備17件、機器16件、重点研究５件）
　H29  計67件、総額348百万円
　   （内訳：施設･設備23件、機器41件、重点研究３件）

県からの補助金を受け、26年度に秋田キャンパスに
地域連携・研究推進棟を設置したほか、29年度に木
材高度加工研究所に耐火試験炉棟を設置するなど、
本学の研究・地域貢献機能を強化するため施設・設
備の整備を行った。また、施設・設備及び研究機器
の老朽度合を勘案して更新計画を作成し、これに基
づき改修を行った。

【県の補助事業による施設･設備等の整備･改修状況】
　H24  計５件、総額301百万円
　　　（内訳：施設･設備５件）
　H25  計８件、総額286百万円
　　　（内訳：施設･設備８件）
　H26  計５件、総額319百万円
　　　（内訳：施設･設備５件）
　H27　計10件、総額286百万円
　　 （内訳：施設･設備７件、研究機器３件）
　H28　計８件、総額272百万円
　　 （内訳：設備･設備５件、研究機器３件）
　H29　計11件、総額900百万円
　　 （内訳：施設･設備７件、研究機器４件）
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26年度 27年度 28年度 29年度

26年度 27年度 28年度 29年度

26年度 27年度 28年度 29年度

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

Ａ Ａ

Ⅹ 地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項

○

評  価

Ａ Ａ

カリキュラム改革や教育方法の改善、研究分野
の重点化・プロジェクトの推進、業務量の増減
などに対応した柔軟な教職員配置を行う一方、
人件費の抑制に努める。

教員の退官・補充等に伴う新規教員の採用は、大学
運営や職階のバランス、大講座・グループ制、カリ
キュラムを考慮して実施した。事務職員について
は、４月異動に加え７月においても異動を行い、業
務運営に支障が生じないよう配慮した。また、事務
局全体で時間外勤務を禁止とする「定時の日（毎週
水曜日）」を徹底するなど、人件費の抑制に努め
た。

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価 評  価

24年度 25年度

２ 人事に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目
中期目標期間中の評価の経年比較

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度 25年度

Ａ Ａ Ａ

法人による
自己評価

Ａ Ａ
　中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。（中期目標期間における業績）

○

法人による
自己評価 評  価

（１）人員計画の方針 Ａ

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目
中期目標期間中の評価の経年比較

評価結果の説明及び特筆すべき事項等
24年度 25年度

（中期目標期間における業績）

教職員の人材は、公募を原則として広く国内外
に求める。優秀な教職員を確保し教育研究活動
を活性化するため、任期制を継続する。あわせ
て、評価結果を適正に反映した年俸制を継続
し、教職員の職務遂行能力やモチベーションの
一層の向上に努める。

教職員の募集は公募制を原則とし、教員について
は、本学ホームページ、研究者人材データベース
（JREC-IN）、学会誌等に掲載し、事務職員につい
ては、本学ホームページ、リクナビ、新聞に掲載す
るなど広く募集活動を行った。複数の最終候補者に
ついては、役員による面接を行い、優秀な人材を確
保した。

（２）人材確保の方針 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
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26年度 27年度 28年度 29年度

26年度 27年度 28年度 29年度

　中期目標に係る業務を順調に実施していると認め
られる。

○

○

Ⅹ 地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項 評  価

Ａ － － Ａ Ａ

中期目標期間中の評価の経年変化 法人による
自己評価24年度 25年度

Ａ Ａ Ａ３ 法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

24年度

法人による
自己評価25年度

評  価

積立金は、教育研究の推進及び学生生活の充実
を図るための施設、設備、備品等の整備に関す
る経費に充てる。

Ⅹ 地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項

目的積立金と同様に使途計画を作成し、老朽化した
設備及び研究機器の改修のための経費に充てた。

【繰越積立金による施設･設備等の改修状況】
　H24　計９件、総額23百万円
　　　 （内訳：施設･設備９件）
　H25　計31件、総額163百万円
　　　 （内訳：施設･設備13件、機器18件）
　H26　計12件、総額126百万円
　　 　（内訳：施設･設備４件、機器８件）
　H27　計１件、総額４百万円
　　　 （内訳：施設･設備１件）

中 期 目 標 の 項 目 中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 中期目標期間における業績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

－ － －－４ その他の業務運営に関し必要な事項

なし なし

-－

中期目標期間中の評価の経年変化

－ －
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